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第２章  本市の現況と課題の整理 
 
２-１ 伊万里市の現況 

（１）人口・世帯数等について 

１）人口・世帯数の推移 

■本市の人口は、平成 2 年（1990 年）以降から減少傾向に転じており、令和２年（2020 年）で約５万３
千人、令和 27年（2045年）には約３万８千人まで減少する見込みとなっています。 

■人口は減少傾向にあるものの、世帯数は緩やかに増加しており、一世帯あたりの人口が減少傾向にあることがうか
がえます。 

▼人口・世帯数・一世帯あたりの人口の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（令和 5年推計︓令和 2年国勢調査を基に推計） 
※世帯数の推計値は、過去 10年間における一世帯あたりの人口の推移を基に算出 
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２）世代別人口構成比の推移 

■年少人口および生産年齢人口割合が減少傾向にある一方、高齢化率は増加傾向にあり、令和２年（2020
年）で約 32.2％、令和 27年（2045年）には約 40％に達する見込みとなっています。 

▼年齢３区分別人口構成比の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（令和５年推計︓令和２年国勢調査を基に推計） 
 

３）人口動態 

■人口動態は昭和 60年（1985年）から減少に転じており、平成７年（1995年）に一時的な人口増加に転
じたものの、平成 12年（2000年）以降は一貫して減少傾向にあります。 

■自然増減は昭和 50年（1975年）以降、一貫して減少傾向にあり、平成 12年（2000年）まではプラスを
維持していましたが、平成 17年（2005年）以降はマイナスに転じています。 

■社会増減は昭和 50年（1975年）以降、平成 7年（1995年）で一時的にプラスに転じたものの、社会減
（転出超過）の状態が続いています。 

▼自然増減と社会増減の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓統計伊万里  
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４）人口の分布状況（500ｍメッシュによる分析） 

① 人口密度の分布 

■本市の人口は、市中心部の用途地域に集中しており、特に伊万里駅周辺や用途地域北部で人口が多く集積し
ています。 

■その他の地域では、伊万里湾沿岸の MR 駅周辺などにおいて、相対的に人口密度が高くなっている地域が散見
されますが、全体として低密度な人口分布となっています。 

 
▼総人口密度の分布（500ｍメッシュ︓2020年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓令和２年 国勢調査（e-stat） 
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【 参 考 】 都市計画区域内における総人口密度の分布（100ｍメッシュ︓2020年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓国土数値情報「500m メッシュ別将来推計人口データ（R6国政局推計）」を基に、 
「都市計画基礎調査（R5）」の建物延べ床面積により按分を行った 100ｍメッシュを使用  
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② 人口増減率の分布 

■過去 10年間の人口増減率を見ると、用途地域の中心部（伊万里駅周辺など）において、人口が減少傾向に
あります。 

■また、用途地域の縁辺部、二里町や黒川町などのまとまった住宅団地が存在する地域において、局所的な人口
の増加が見受けられます。 

 
▼人口増減率の分布（500ｍメッシュ︓2010年～2020年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓令和 2年 国勢調査（e-stat） 
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【 参 考 】 都市計画区域内における人口増減率の分布（100ｍメッシュ︓2010年～2020年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓令和２年 国勢調査「500m メッシュ人口」と 
国土数値情報「500m メッシュ別将来推計人口データ（R6国政局推計）」を基に、 

「都市計画基礎調査（R5）」の建物延べ床面積により按分を行った 100ｍメッシュを使用  
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③ 高齢化率の分布 

■都市計画区域内の山間部や都市計画区域外の集落地の大部分が高齢化率 30％以上の地域となっており、
高齢化率 50％以上となっている箇所も散見されます。 

 
▼高齢化率の分布（500ｍメッシュ︓2020年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓令和２年 国勢調査（e-stat） 
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④ 将来推計人口増減率の分布 

■令和２年（2020 年）から令和 27 年（2045 年）における推計人口※の増減率をみると、市内の大部分で
人口減少が見込まれます。 

■特に、都市計画区域の縁辺部や都市計画区域外の山間部において、人口の大きな減少が見込まれる地域が
存在します。 

■また、本市の人口が集積する場所であるはずの用途地域の中心部（伊万里駅周辺など）においては、用途地
域縁辺部よりも高い割合で人口減少が進展する見込みとなっています。 

※ 国立社会保障･人口問題研究所の推計に基づく推計人口 
 
▼将来推計人口増減率の分布（500ｍメッシュ︓2020年～2045年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓国土数値情報｢500m メッシュ別将来推計人口データ（R6国政局推計）｣ 
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【 参 考 】 将来推計人口密度の分布（500ｍメッシュ︓2045年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓国土数値情報｢500m メッシュ別将来推計人口データ（R6国政局推計）｣ 
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【 参 考 】 都市計画区域における将来人口密度の分布（100ｍメッシュ︓2045年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓令和２年 国勢調査「500m メッシュ人口」と 
国土数値情報「500m メッシュ別将来推計人口データ（R6国政局推計）」を基に、 

「都市計画基礎調査（R5）」の建物延べ床面積により按分を行った 100ｍメッシュを使用  
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【 参 考 】 都市計画区域における将来推計人口増減率の分布（100ｍメッシュ︓2020年～2045年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓令和２年 国勢調査「500m メッシュ人口」と 
国土数値情報「500m メッシュ別将来推計人口データ（R6国政局推計）」を基に、 

「都市計画基礎調査（R5）」の建物延べ床面積により按分を行った 100ｍメッシュを使用  
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（２）土地利用等の動向について 

１）都市計画区域内の土地利用現況 

■住宅用地や商業用地等の都市的土地利用の分布は、用途地域とその周辺に集中しています。 
■工業用地は、黒川町沿岸部に位置する用途地域内をはじめとして、山代町や東山代町の伊万里湾沿岸埋立
地にまとまって分布しています。 

■大規模な農地等は、牧島地区や東山代町の沿岸部で広範囲に分布しているほか、二里町の有田川沿いや山
代町の佐代川沿いにも分布しています。 

■土地利用の割合をみると、用途白地地域（用途地域外）では、山林や農地等の自然的土地利用が８割以
上を占めている一方で、用途地域内では、住宅用地や工業用地、商業用地等の都市的土地利用が約８割を
占めており、市街化が進んでいることが伺えます。 

▼都市計画区域内の土地利用別面積割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▼都市計画区域内の土地利用現況図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓都市計画基礎調査（令和５年度）  
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２）開発動向 

■過去６年間※における開発動向（開発許可）を見ると、商業用地の開発が用途地域北部（松島町）で行わ
れており、都市計画区域外（松浦町）でも工業用地の開発が行われています。 

■住宅用地の開発は、用途地域内に比較的集中していますが、用途地域外部で行われた開発も散見されます。 
※ 平成 29年度（2017年度）から令和４年度（2022年度）までの 6年間の累計 

▼主要用途別の開発動向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓都市計画基礎調査（令和５年度） 
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３）新築動向 

■過去６年間※の新築動向を見ると、用途地域内で住宅等の新築・建替えが集中していることがうかがえます。 
■一方で、伊万里地区や立花地区の用途地域縁辺部、二里町や東山代町の国･県道沿いなどにおいて、用途地
域外でも建物の新築・建替えが活発に行われている箇所が見受けられます。 

■加えて、用途白地地域（用途地域外）の方が用途地域内よりも届出件数が多くなっていることから、郊外への
市街地の拡大が進行しつつあることがうかがえます。 

※ 平成 29年度（2017年度）から令和４年度（2022年度）までの 6年間の累計 

▼区域別の届出件数                      ▼年度別の届出件数・届出床面積合計値の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▼主要用途別の新築動向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓都市計画基礎調査（令和５年度）  
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４）空き家・低未利用地の状況 

■本市の空き家率は、平成 25 年（2013 年）までは全国平均以下の数値を維持していましたが、平成 30 年
（2018年）に件数が大きく増加し、現在では全国平均を上回る数値となっています。 

■地域ごとの空き家数をみると、高齢化率が高い地区ほど空き家数も多い傾向にあり、最も件数が多いのが山代
町、次いで伊万里地区となっています。 

▼空き家率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓｢第２次伊万里市空家等対策計画(住宅･土地統計調査)｣より作成 

▼地域ごとの空き家件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓第２次伊万里市空家等対策計画 

  

9.40 9.80 

11.50 12.20 
13.10 13.50 

14.10 

6.53 6.78 8.24 

9.36 

11.06 
12.80 

14.70 

9.40 9.00 9.50 

11.90 

11.00 
12.20 

15.30 

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00

1988 1993 1998 2003 2008 2013 2018

空家率(全国) 空家率(佐賀県) 空家率(伊万里市)

(％)



 

23 

第
１
章 

は
じ
め
に 

第
２
章 

第
３
章 

ま
ち
づ
く
り
の
方
針 

第
４
章 

誘
導
区
域
の
設
定 

第
５
章 

誘
導
施
設
の
設
定 

第
６
章 

誘
導
施
策
の
設
定 

第
７
章 

防
災
指
針 

第
８
章 

巻
末
資
料 

■低未利用地の分布を見ると、沿岸部の埋立地などで大規模な「都市的土地利用空地」が位置しているほか、大
坪地区や立花地区などの用途地域内でも小規模な「都市的土地利用空地」が点在しています。 

■また、用途地域中心部（伊万里駅周辺など）では、平面駐車場が多く集積しているほか、用途地域外では、大
坪地区や二里町などで太陽光発電システムの整備地が散見されます。 

▼低未利用地の分布状況（上段︓市全域、下段︓伊万里駅周辺拡大） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓都市計画基礎調査（令和５年度）  
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（３）交通体系について 

１）交通手段の内訳 

■本市の通勤・通学時における利用交通手段の内訳を見ると、自家用車の利用が全体の８～９割を占めており、
公共交通機関の利用者が極めて少ない状況にあります。 

▼通勤・通学時における利用交通手段の変化（2010年～2020年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓令和２年 国勢調査  
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２）各交通手段の状況 

① 鉄道（JR・MR）の状況 

■JR筑肥線（唐津～伊万里）およびMR（松浦鉄道）の平均通過人員は、平成 30年度（2018年度）以
降、減少傾向にあります。 

■特に令和２年度（2020 年度）は、コロナ禍の影響を受けて平均通過人員が大幅に減少していますが、令和
３年度（2021 年度）以降は回復基調にあり、令和 4 年度（2022 年度）の平均通過人員は JR 筑肥線
で 196人/日、MRで 714人/日となっています。 

▼JR・MR の平均通過人員の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓伊万里市地域公共交通計画 
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② 路線バス・デマンドタクシーの状況 

■本市では、西肥自動車が運行する５路線、昭和自動車が運行する３路線の計８路線のバス※が運行してお
り、いずれも伊万里駅を起点として市内各地域ならびに周辺市町を連絡しています。 

■地域内の移動手段としては、いまりんバス、元気バス（東山代町）、波多津ふれあい号、コミュニティすこやかバス
（大川町）、町内巡回バスくろがわ号、武雄市が運行している武雄市コミュニティバス武雄桃川線の計６路線の
コミュニティバスに加えて、松浦町と二里町ではデマンドタクシーも運行しています。 

■路線バスは、コロナ禍の影響を受けて、令和２年度（2020年度）に利用者数が大幅に減少しており、その後も
減少傾向にあります。 

■コミュニティバスは、路線バスと同様に、令和２年度（2020 年度）に利用者数が大幅に減少したものの、令和
３年度（2021年度）以降は回復基調にあります。 

■デマンドタクシーについては、令和３年度（2021 年度）に一時的に利用者数が減少したものの、令和４年度
（2022年度）には過去最多の利用者数となっています。 

※ 西肥自動車（株）が運行する松浦線は令和７年３月末までの運行、昭和自動車（株）が運行する中浦線は令和６年３月末ま
での運行 

▼路線バスとコミュニティバスの年間利用者数（西肥自動車-佐世保線、昭和自動車-いまり号を除く） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
▼デマンドタクシーの年間利用者数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓いずれも伊万里市地域公共交通計画  
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▼路線バスの運行状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▼コミュニティバスの運行状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓いずれも伊万里市地域公共交通計画  

※ 松浦線は令和７年３月
末までの運行、中浦線は
令和６年３月末までの
運行 
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▼デマンドタクシーの乗降場所と運行区域 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓伊万里市地域公共交通計画 
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３）公共交通の人口カバー状況 

■鉄道駅・バス停の分布から公共交通圏域※1のカバー状況を見ると、用途地域とその周辺などの人口が多く集積し
ている地域は概ね圏域内に含まれており、総人口に占める公共交通圏域内の人口割合（人口カバー率）は約
79.3%※2となっています。 

■しかし、東山代町下分、東山代町日南郷、南波多町原屋敷、山代東分、瀬戸町、立花町、大川内町（２地
区）、脇田町、波多津町木場、南波多町谷口、南波多町高瀬、南波多町大川原、南波多町府招、大川町
東田代の 15地区において、交通空白地が存在しています。 

※1 公共交通圏域とは「鉄道駅から 500m圏およびバス停から 300m圏」を指します。 
※2 令和２年国勢調査に基づく本市の総人口は 52,629人、公共交通カバー域の人口は 41,737人です。 

▼公共交通圏域と交通空白地 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓伊万里市地域公共交通計画 
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（４）都市機能の立地動向について 

１）商業施設 

■市民が食品や日置用品を購入する小売店舗等の商業施設は、市中心部の用途地域内とその周辺、二里町や
東山代町などの国･県道沿道ならびに鉄道駅周辺に立地が集中しています。 

■用途地域外や山間部では、これらの商業施設の立地がまばらであり、特に都市計画区域外においては、南波多
町や松浦町のように、近隣に立地する商業施設が 0～2店舗となっている地域も存在します。 

■都市計画区域内における人口カバー率※1を見ると、総人口と老年人口で共に６割強※2となっています。 
※1 高齢者などが無理なく歩ける距離（歩行限界距離）を基準として、各施設からの 500ｍの範囲をカバー圏域として採用（以下、

同様） 
※2 令和２年 国勢調査「500mメッシュ人口」と国土数値情報「500mメッシュ別将来推計人口データ（R6国政局推計）」を基に、

「都市計画基礎調査（R5）」の建物延べ床面積により按分を行った 100ｍメッシュを用いて算出（以下、同様） 

▼商業施設の分布状況と都市計画区域内の人口カバー率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓大規模小売店舗総覧、ゼンリン住宅地図（いずれも令和７年６月基準） 
 
 
  

人口カバー率
総人口 62.4%
うち高齢者 58.2%
総人口 64.1%
うち高齢者 62.7%

令和2年（2020年）

令和27年（2045年）
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２）医療施設 

■市民の安心や高齢者の生活を支援する病院や診療所等の医療施設は、市中心部の用途地域内に立地が集
中しています。 

■用途地域外や都市計画区域外では、これらの医療施設の立地がまばらであり、病院については黒川町と山代町
にそれぞれ 1 施設のみとなっているほか、波多津町、大川町、松浦町のように、近隣に立地する医療施設が 0～
1施設となっている地域も存在します。 

■都市計画区域内における人口カバー率を見ると、総人口と老年人口で共に５割強となっています。 

▼医療施設の分布状況と都市計画区域内の人口カバー率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓佐賀県内の医療機関・施術所等一覧（令和７年６月基準） 
 
 
 
 
 
 
  

人口カバー率
総人口 55.5%
うち高齢者 53.0%
総人口 56.5%
うち高齢者 55.6%

令和27年（2045年）

令和2年（2020年）
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３）高齢者福祉施設・障がい者福祉施設 

■高齢者や障がい者の生活を支援する介護サービス事業所や障がい福祉サービス事業所※等の高齢者福祉施
設・障がい者福祉施設は、市中心部の用途地域内に立地が集中しています。 

■用途地域外や都市計画区域外では、国･県道沿道や JR･MR の沿線に立地がみられるものの、南波多町や松
浦町のように、近隣に立地する通所型の介護サービス事業所が１施設以下となっている地域も存在します。 

■都市計画区域内における人口カバー率を見ると、総人口と老年人口で共に７割弱となっています。 
※ 施設へのアクセス性が、利用者の生活利便性に深く係る「通所系施設（利用者が施設に通うサービス形態）」のみを対象としています。 

▼高齢者福祉施設・障がい者福祉施設の分布状況と都市計画区域内の人口カバー率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓庁内資料、佐賀県の介護サービス事業所一覧、佐賀県指定障害福祉サービス事業所一覧（令和７年６月基準） 
 

 
  

人口カバー率
総人口 66.3%
うち高齢者 65.1%
総人口 66.7%
うち高齢者 66.4%

令和27年（2045年）

令和2年（2020年）
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４）子育て支援施設 

■子育て世帯の生活を支援する幼稚園や保育所等の子育て支援施設は、市中心部の用途地域内に立地が集
中しており、特に子育て支援センターと病児･障がい児支援施設については、用途地域内にのみ立地しています。 

■用途地域外や都市計画区域外においては、各地域に保育所、認定こども園、小規模保育施設が１施設以上
立地しています。 

■都市計画区域内における人口カバー率をみると、総人口と年少人口で共に６割強となっています。 

▼子育て支援施設の分布状況と都市計画区域内の人口カバー率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓庁内資料、佐賀県指定障害福祉サービス事業所等一覧、ゼンリン住宅地図（令和７年６月基準） 

 
 
 
  

人口カバー率
総人口 62.1%

うち年少人口 65.9%
総人口 63.6%

うち年少人口 65.0%
令和27年（2045年）

令和2年（2020年）
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５）教育施設 

■教育施設は、小中学校および義務教育学校が各地域に１施設以上立地しています。 
■ただし、中学校については、波多津町や南波多町など、通学に時間を要することが予想される地域も存在します。 
■高等学校については、市中心部の用途地域内とその周辺に立地しており、立花地区には専修学校（看護学
校）も立地しています。 

■都市計画区域内における人口カバー率をみると、総人口と年少人口で共に４割強となっています。 

▼教育施設の分布状況と都市計画区域内の人口カバー率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓庁内資料、佐賀県学校一覧、佐賀県専修学校・各種学校（令和７年６月基準） 

  

人口カバー率
総人口 40.0%

うち年少人口 44.8%
総人口 42.1%

うち年少人口 43.6%
令和27年（2045年）

令和2年（2020年）
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６）行政施設 

■行政施設のうち、市役所や国･県機関は市中心部の用途地域内に立地が集中しています。 
■コミュニティセンターと警察施設は、各地域に１施設以上が立地しており、国･県機関についても、山代町の伊万
里港湾周辺に立地が見られます 

■都市計画区域内における人口カバー率をみると、総人口と老年人口で共に４割強となっています。 

▼行政施設の分布状況と都市計画区域内の人口カバー率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓庁内資料（令和７年６月基準） 
 
  

人口カバー率
総人口 42.5%
うち高齢者 41.5%
総人口 42.9%
うち高齢者 42.8%

令和27年（2045年）

令和2年（2020年）



 

36 

７）文化交流施設 

■文化交流施設のうち、市民センターや図書館等は市中心部の用途地域内に集中しており、用途地域外では、
黒川町と東山代町に文化財調査室ならびに歴史民俗資料館の収蔵庫が立地するのみとなっています。 

■スポーツ・レクリエーション施設については、国見台公園の敷地内に複数施設が立地しているほか、各地域の駅や
コミュニティセンター周辺で体育館や運動広場等が立地しています。 

■都市計画区域内における人口カバー率をみると、総人口と老年人口で共に４割弱となっています。 

▼文化交流施設の分布状況と都市計画区域内の人口カバー率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓庁内資料（令和７年６月基準）  

人口カバー率
総人口 36.4%
うち高齢者 36.2%
総人口 36.4%
うち高齢者 37.1%

令和27年（2045年）

令和2年（2020年）
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８）金融施設 

■銀行等の金融施設は、市中心部の用途地域内、特に伊万里駅周辺に立地が集中しています。 
■用途地域外や都市計画区域外においては、各地域にゆうちょ銀行または JA バンクが立地していますが、波多津
町のように近隣に金融施設が立地していない地域も存在します。 

■都市計画区域内における人口カバー率をみると、総人口と老年人口で共に４割強となっています。 

▼金融施設の分布状況と都市計画区域内の人口カバー率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓伊万里信用金庫 HP、JAバンク HP、ゼンリン住宅地図（令和７年６月基準） 
  

人口カバー率
総人口 44.5%
うち高齢者 45.0%
総人口 44.2%
うち高齢者 44.3%

令和27年（2045年）

令和2年（2020年）
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（５）産業・地域経済の動向について 

１）地価の動向 

■本市の地価※は全体的に下落傾向にあり、用途地域の中心部（伊万里駅周辺）などにおいても、平成 16 年
（2004年）～平成 30年（2018年）にかけて地価が大きく下落しています。（地点４、地点 10など） 

■一方、二里町などでは、令和２年（2020年）頃から地価が上昇傾向に転じている地域も存在します。（地点
３、地点 11など） 

※ 「地価公示」および「都道府県地価調査」 

▼地点別地価の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓国土数値情報「地価公示」「都道府県地価調査」 
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区域区分 地域地区
1 大坪町字柳町丙２１１０番１５外 住宅 伊万里 1,300 非線引 1住居 一般住宅の中に事務所等が見られる住宅地域
2 二里町八谷搦字有田六本松８０７番３３ 住宅 川東 750 非線引 2低専 一般住宅の中にアパート等が見られる住宅地域
3 二里町八谷搦字伊万里三本松１３１６番２ 住宅 伊万里 1,200 非線引 1住居 中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域
4 伊万里町字新町甲４３番外 住宅,店舗 伊万里 800 非線引 商業 中小規模の低層小売店舗が建ち並ぶ既成商業地域
5 二里町大里字松尾搦甲２８１１番９外 住宅,店舗 川東 100 非線引 近商 小売店舗、一般住宅が混在する近隣商業地域
6 立花町字通谷１６０４番９９ 住宅 伊万里 1,400 非線引 1中専 中規模一般住宅等が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域
7 東山代町里字蕨野３６８番４ 空地 里 670 非線引 － 一般住宅の中に空地等も見られる住宅地域
8 大川町大川野字道ノ上２８４６番 住宅 大川野 900 都計外 － 農家住宅が多い県道背後の住宅地域
9 脇田町字札ノ元１２０４番１０ 住宅 伊万里 2,100 非線引 － 一般住宅、農家住宅等が見られる住宅地域

10 伊万里町字浜町甲５１３番１ 店舗,倉庫 伊万里 180 非線引 商業 低層小売店舗が建ち並ぶ駅前の商業地域
11 二里町八谷搦字伊万里一本松１０５９番外 店舗 伊万里 1,100 非線引 近商 小売店舗、飲食店舗等が建ち並ぶ路線商業地域
12 東山代町里字蕨野３５８番２５外 工場 里 720 非線引 － 中小規模の工場、倉庫等が建ち並ぶ工業団地

調査
種別 住所 利用

状況 最寄駅 都市計画 周辺状況等

地
価
公
示

県
地
価
調
査

最寄駅
からの距離
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▼地価調査地点の分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓国土数値情報「地価公示」「都道府県地価調査」 
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２）財政状況 

① 歳入額の推移 

■直近 10年間の推移を見ると、歳入総額は平成 26年（2014年）以降、緩やかな増加傾向にあります。 
■市税については、平成 26年（2014年）以降、ほぼ横ばいとなっており、内訳構成比は緩やかな減少傾向にあ
ります。 

■市税以外の自主財源※1については、平成 26 年（2014 年）以降、緩やかな増加傾向にあり、内訳構成比も
平成 27年（2015年）頃から緩やかに増加しています。 

■依存財源※2 については、令和元年（2019 年）頃から歳入額が大きく増加していますが、内訳構成比は平成
26年（2014年）以降、ほぼ横ばいとなっています。 

※1 市税以外の自主財源︓地方公共団体が自主的に収入できる財源のうち、市税を除く、分担金および負担金、使用料、手数料、
寄付金などを指す。 

※2 依存財源︓自主財源とは異なり、国や県の決定や割り当てに基づいて収入される、国庫支出金および県支出金、地方譲与税、地
方債などを指す。 

▼歳入額の推移（直近 10年間） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
▼歳入内訳構成比の推移（直近 10年間） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓伊万里市財政状況資料  

61.1% 60.5% 56.1% 56.8% 53.8% 55.2%
64.3% 59.3% 55.7% 55.1%

9.5% 13.9% 18.5% 18.0% 20.8% 19.6%
15.8% 20.1% 21.7% 21.8%

29.4% 25.6% 25.4% 25.2% 25.5% 25.2% 19.9% 20.6% 22.6% 23.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

市税 市税以外の自主財源 依存財源

25,456 26,234 26,707 27,426 27,544 28,474

35,662 34,703 34,869 34,551

7,477 6,724 6,787 6,920 7,018 7,185 7,099 7,133 7,872 7,990

2,423
3,636 4,946 4,938 5,720 5,566 5,621 6,977 7,563 7,530

15,556 15,874 14,974 15,568 14,806 15,723

22,942
20,593 19,434 19,031

0

10,000

20,000

30,000

40,000

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

合計 市税 市税以外の自主財源 依存財源

歳入(百万円)
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② 歳出額の推移 

■直近 10 年間の推移を見ると、歳入額と同様に、歳出総額も平成 26 年（2014 年）以降、緩やかな増加傾
向にあります。 

■構成比としては、その他行政経費※1が占める割合が最も高く、次いで扶助費※2 と普通建設事業費※3の割合が
高くなっており、近年ではこれらの歳出額が増加したことで、歳出総額も大きく増加しています。 

※1 その他行政費︓物件費（備品購入費や委託料等）、維持補修費、補助費等の経費を指す。 
※2 扶助費︓乳幼児医療費や児童手当、生活保護など福祉に関わる経費を指す。 
※3 普通建設事業費︓公共又は公用施設（道路・橋りょう、学校、庁舎等）の新増設等に要する経費を指す。 

▼歳出額の推移（直近 10年間） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▼性質別歳出構成比の推移（直近 10年間） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓伊万里市財政状況資料  

38.9% 43.9% 45.5% 44.8% 48.0% 47.3%
55.4%

48.1% 50.7% 50.1%

13.1% 9.3% 7.1% 9.5% 6.2% 7.3%
7.8%

10.7% 9.7% 9.8%9.0% 8.6% 8.5% 8.1% 7.6% 6.7%
5.1%

5.4% 5.6% 5.3%

23.5% 23.4% 24.6% 23.9% 23.8% 23.9%
19.0% 23.5% 21.7% 22.5%

15.2% 14.6% 14.1% 13.5% 13.7% 13.7% 11.8% 11.7% 12.0% 12.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費 その他の投資的経費 その他行政経費

24,999 25,739 26,389 27,143 27,188 28,227

35,320
33,933 33,602 33,236

3,803 4,157
3,989

5,874

7,979 7,473

2,260

2,238

1,762
3,276 3,623

3,244

74 330 127

9,712

19,571

16,641

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

合計 人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費 その他の投資的経費 その他行政経費

性質別_歳出(百万円) 合計_歳出(百万円)
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③ 公共施設等の維持管理費に要する費用の推計 

■今後 40 年間における公共建築物とインフラ資産の将来更新費用を見ると、公共建築物では約 324億円（年
間約 8.1億円）、インフラ資産では約 1,384億円（年間約 34.6億円）を要することが見込まれます。 

■保有施設の経過年数や耐用年数を考慮すると、総額で約 60億円を要する年度が発生するおそれがあります。 

▼将来更新費用の推計（公共建築物＋インフラ資産） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓伊万里市公共施設等総合管理計画 

  

40年間の更新費用 
総額 1,707.6億円 

（億円） 
70.00 

60.00 

50.00 

40.00 

30.00 

20.00 

10.00 

0.00 

公共建築物 インフラ資産 
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（６）災害について 

１）洪水浸水想定区域の指定状況 

① 洪水における浸水深－計画規模※ 

■松浦川沿い、徳須恵川沿い、有田川河口部、伊万里川・新田川沿い、井手口川ダム下流域、都川内川ダム
下流域が浸水想定区域（計画規模）に指定されています。 

■特に大川町と松浦町に位置する松浦川沿いにおいては、3.0ｍ以上～5.0ｍ未満の浸水が見込まれる箇所が
存在します。 

※ 計画規模︓概ね 100～200年に１回程度の割合で発生する洪水の規模。河川を整備する際の基準となる。 

▼洪水浸水想定区域︓計画規模（上段︓市全域、下段︓伊万里駅周辺拡大） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓庁内資料、避難・避難場所一覧、国土数値情報｢洪水浸水想定区域（河川単位）｣  
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② 洪水における浸水深－想定最大規模※ 

■浸水想定区域（想定最大規模）は、浸水想定区域（計画規模）と比較して広範囲が指定されており、想定
浸水深も大きくなっています。 

■特に松浦川沿いにおいては、広い範囲で 3.0ｍ以上～5.0ｍ未満の浸水が見込まれ、特に大川町では、5.0ｍ
以上～10.0ｍ未満の浸水が見込まれる箇所も存在します。 

■市中心部の用途地域内においても、有田川や伊万里川、新田川沿いが浸水想定区域に指定されており、鉄道
北側は広い範囲で 0.5ｍ以上～3.0ｍ未満の浸水が見込まれます。 

※ 想定最大規模︓概ね 1000年に 1回程度の割合で発生する洪水の規模。想定しうる最大規模の降雨量を想定している。 

▼洪水浸水想定区域︓想定最大規模（上段︓市全域、下段︓伊万里駅周辺拡大） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓避難・避難場所一覧、国土数値情報｢洪水浸水想定区域（河川単位）｣  
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③ 洪水における浸水継続時間 

■松浦川沿い、徳須恵川沿い、有田川河口部、伊万里川・新田川沿い、井手口川ダム下流域、都川内川ダム
下流域が浸水想定区域に指定されていますが、大部分が 12時間未満の浸水継続となっています。 

■しかし、松浦川沿いと徳須恵川沿いにおいては、長期孤立により生命維持の危険が生じるとされる 24 時間以上
72時間未満（約 3日）の浸水継続が見込まれる箇所が存在します。 

▼洪水浸水想定区域︓想定最大規模の浸水継続時間（上段︓市全域、下段︓伊万里駅周辺拡大） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓庁内資料、避難・避難場所一覧、国土数値情報｢洪水浸水想定区域（河川単位）｣  
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④ 洪水における家屋倒壊等氾濫想定区域 

■松浦川沿いの広い範囲と徳須恵川沿いの一部で家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）が指定されています。 
■市中心部の用途地域内とその周辺では、伊万里川と新田川に沿って家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸
食）が指定されています。 

▼家屋倒壊等氾濫想定区域（上段︓市全域、下段︓伊万里駅周辺拡大） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓庁内資料、避難・避難場所一覧、国土数値情報｢洪水浸水想定区域（河川単位）｣  
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２）高潮浸水想定区域の指定状況 

① 高潮における浸水深 

■伊万里湾沿岸部を中心として、伊万里川沿い、新田川沿い、有田川と伊万里川・新田川河口部の広い範囲が
浸水想定区域が指定されており、伊万里地区や二里町、東山代町などでは、5.0ｍ以上～10.0ｍ未満の浸
水が見込まれる箇所も存在します。 

■中心部の用途地域にも浸水想定区域が指定されており、伊万里駅周辺では 3.0ｍ以上～5.0ｍ未満の浸水
が見込まれます。 

▼高潮浸水想定区域（上段︓市全域、下段︓伊万里駅周辺拡大） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓避難・避難場所一覧、国土数値情報｢高潮浸水想定区域｣  
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② 高潮における浸水継続時間 

■伊万里湾右岸側および有田川河口部を中心として、長期孤立により生命維持の危険が生じるとされる 24 時間
以上 72 時間未満（約３日）の浸水継続が見込まれる区域が広がっており、伊万里地区や二里町、東山代
町などでは、72時間以上 168時間未満の浸水継続が見込まれる箇所も存在します。 

▼高潮浸水想定区域の浸水継続時間（上段︓市全域、下段︓伊万里駅周辺拡大） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓避難・避難場所一覧、国土数値情報｢高潮浸水想定区域｣  
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３）ため池浸水想定区域の指定状況 

■ため池の氾濫による浸水想定区域は市域全体に分布していますが、大部分が 0.5ｍ未満の浸水が見込まれる
区域となっています。 

■東山代町や大川町の一部では、3.0ｍ以上～5.0ｍ未満の浸水が見込まれる箇所が存在します。 

▼ため池浸水想定区域（上段︓市全域、下段︓伊万里駅周辺拡大） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓庁内資料、避難・避難場所一覧  
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４）津波浸水想定区域の指定状況 

■伊万里湾沿岸の一部が津波浸水想定区域に指定されており、伊万里地区や牧島地区、東山代町などでは、
2.0ｍ以上～5.0ｍ未満の浸水が見込まれる箇所が存在します。 

▼津波浸水想定区域（上段︓市全域、下段︓伊万里駅周辺拡大） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓避難・避難場所一覧、国土数値情報｢津波浸水想定区域｣  
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５）土砂災害警戒区域等の指定状況 

■土砂災害警戒区域および土砂災害特別警戒区域は、山間部を中心として市全域に広く分布しており、市中心
部の用途地域内においても、伊万里地区や立花地区の一部が指定されています。 

■用途地域外では、山代町や東山代町、黒川町などの山間部において、急傾斜地や土石流、地すべりによる土砂
災害警戒区域に多数指定されており、一部では土砂災害特別警戒区域に指定されている箇所も存在します。 

▼土砂災害警戒・土砂災害特別警戒区域（上段︓市全域、下段︓伊万里駅周辺拡大） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓避難・避難場所一覧、国土数値情報｢土砂災害警戒区域｣  
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６）大規模盛土造成地の指定状況 

■大規模盛土造成地※は、市中心部の用途地域内とその周辺にまとまって分布しています。 
■特に大坪地区と立花地区においては、つつじヶ丘やあさひが丘、立花台などの大規模盛土造成地と重なる住宅
団地が存在します。 

※ 大規模盛土造成地は、その全てが災害の危険性を有する場所ではありませんが、他自治体では過去に地滑り的変動（滑動崩落）
による被害が発生した事例が存在することから、本項目にて整理を行います。 

▼大規模盛土造成地（上段︓市全域、下段︓伊万里駅周辺拡大） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓庁内資料、避難・避難場所一覧  
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２-２ 市民意向の整理 

本計画と「伊万里市都市計画マスタープラン」の策定にあたり、本市のまちづくりに対する市民の意向等を把握する
ためのアンケート調査を実施しました。調査結果の一部を以下の通り、整理します。 

▼調査概要 

調 査 対 象 伊万里市内在住 18歳以上の方から無作為に抽出した 2,000名 
調 査 期 間 令和５年９月～10月の約１か月間 
調 査 方 法 郵送とWEB の併用による配付・回収 
回 答 状 況 回収数︓711票  有効回答率︓35.6％ 

 
（１）まちづくりに対する「重要度」と「満足度」について 

■「公共交通機関の利用しやすさ」や「伊万里駅周辺における賑わい」、「働く場所の充実」などの項目は、まちづくり
としての「重要度」は高いと認識されていますが、現在の「満足度」が低い結果となっています。 

■対して、「災害対策の充実」や「子育て支援施設の充実」などの項目は、「重要度」と「満足度」が共に高い結果と
なっています。 

▼まちづくりに対する「重要度」と「満足度」から見た施策（ポートフォリオ分析） 
 
 
 
  

【施策タイプについて】

タイプ
重
要
度

満
足
度

【施策タイプⅠ】

優先した改善を
要する施策

高 低

【施策タイプⅡ】

現状の水準を維
持する施策

高 高

【施策タイプⅢ】

現状維持または
あり方について検
討を要する施策

低 低

【施策タイプⅣ】

改善の緊急性が
低い施策

低 高
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【 参 考 】 ポートフォリオ分析の見方 

 

ポートフォリオ分析とは、「満足度」を横軸、「重要度」を縦軸にとり、各項
目の分布状況を示した散布図を４つの領域に分類したものです。 
２本の補助軸は「満足度」の全項目（19 項目）の平均値と、「重要

度」の全項目（19項目）の平均値を示しています。 
なお本調査では、右表で示す通り、各選択肢に対して重み付け（得点

化）を行い、「無回答」を除外した上でその平均値（加重平均）を算出し
ています。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

ポートフォリオ分析のイメージ

施策タイプⅠ 施策タイプⅡ

 施策の重要度が高いが、
 満足度が低いもの

 施策の重要度が高く、
 満足度も高いもの

 優先して改善を要する施策  現状の水準を維持する施策

施策タイプⅢ 施策タイプⅣ

 施策の重要度が低く、
 満足度も低いもの

 施策の重要度が低いが、
 満足度が高いもの

 現状維持またはあり方について
 検討を要する施策

 改善の必要性が低い施策

低い 高い

高
い

　
重
要
度

低
い

満足度

重要度平均値

満足度平均値

選択肢 得点

満足／重要 5 点

やや満足／やや重要 4 点

普通 3 点

やや不満／やや重要でない 2 点

不満／重要ではない 1 点
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（２）伊万里市の将来像について 

■「日用品店などが充実した買い物がしやすいまち」の実現を望む声が最も多く、次いで「医療・福祉などのサービス
が行き届いたまち」や「就業の場所がたくさんあり、活気のあるまち」の実現も求められています。 

▼市民が思い描く伊万里市（または住んでいる地区）の将来像 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）今後、市内で充実してほしい施設について 

■商店街や伊万里駅などの周辺では、飲食店や専門店をはじめとする「商業施設」の充実を求める声が最も多いほ
か、病院などの「医療施設」の充実も求められています。 

■自宅からの徒歩圏では、伊万里駅周辺と同様に、食料品等を扱う「商業施設」の充実を求める声が最も多いほ
か、病院などの「医療施設」や郵便局などの「金融施設」の充実も求められています。 

▼商店街や伊万里駅などの周辺で充実してほしい施設         ▼自宅から歩いて行ける範囲で充実してほしい施設 
 
 
 
 
 
 
 
  

日用品店などが充実した買い物がしやすいまち

医療・福祉などのサービスが行き届いたまち

就業の場所がたくさんあり、活気のあるまち

鉄道やバスなどの交通利便の良いまち

子育てがしやすいまち

犯罪や公害などの危険が少ないまち

洪水や土砂災害などの災害に強いまち

緑や川などの身近な自然に恵まれたまち

観光やイベントなどにより人の交流が盛んなまち

その他

41.6

36.8

35.2

28.8

26.3

24.3

24.1

20.4

14.9

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

全体(N=711)

食料品・日用品店舗

病院・診療所

郵便局・銀行

飲食店

身近な公園・広場

専門店

レジャー・スポーツ施設

娯楽施設

集会所・地域交流施設

市役所
・コミュニティセンター

文化施設

介護・福祉施設

子育て支援施設

地域包括支援センター

59.9

31.6

28.6

27.1

17.7

7.9

6.3

5.9

5.1

4.9

4.6

3.4

2.7

0.3

0% 20% 40% 60% 80%

全体(N=711)

飲食店

専門店

娯楽施設

食料品・日用品店舗

レジャー・スポーツ施設

病院・診療所

身近な公園・広場

文化施設

郵便局・銀行

市役所
・コミュニティセンター

子育て支援施設

介護・福祉施設

集会所・地域交流施設

地域包括支援センター

36.1

33.1

30.4

24.3

14.6

14.5

13.6

11.1

9.1

7.6

5.1

3.1

1.8

1.0

0% 20% 40% 60% 80%

全体(N=711)
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２-３ コンパクト・プラス・ネットワークの実現に向けたまちづくりの課題 

前節までに整理した本市の現状を踏まえて、コンパクト・プラス・ネットワークの考え方に基づく都市構造の実現に向
けたまちづくりの課題を以下の通り、整理します。 

 
 
 

【 現 状 】 
■将来的に人口減少、少子高齢化がさらに深刻化。 
■中心部の用途地域内の人口が減少傾向にある一
方、その縁辺部では人口が増加傾向にある地域が存
在。 

■用途地域外では高齢化率が著しく高い地域が存在。 

 【 課 題 】 
■人口減少に伴う人口密度の低下は、各種生活
サービスの縮小・撤退に繋がるおそれがあるため、
子育て支援の充実による少子化の抑制、中心部
の用途地域内または各生活拠点における人口密
度の維持に向けた取組が必要です。 

 
 
 

【 現 状 】 
■用途地域内とその縁辺部で宅地開発等が活発化。 
■空き家率が全国と県の平均を上回り増加傾向。 
■中心部の用途地域内には小規模な低未利用地が多
数分布。 

 【 課 題 】 
■都市の空洞化に繋がる拡散型の無秩序な開発
を抑制して、持続可能な都市経営を見据えた適
切な土地利用へと誘導する取組が必要です。 

■生活環境の悪化等に繋がる空き家・低未利用地
の有効活用に向けた取組が必要です。 

 
 
 

【 現 状 】 
■移動手段の大部分を自家用車が担っており、鉄道や
路線バスの利用者は減少傾向。（コミュニティバスの
み利用者数が増加傾向） 

■用途地域外や都市計画区域外で公共交通空白地
が存在。 

 【 課 題 】 
■誰もが快適に移動できる環境の整備に向けて、
既存の公共交通ネットワークの維持と公共交通
圏域外における生活利便性の改善に向けた取組
が必要です。 

■環境負荷の低減や公共交通の利用促進を図る
べく、徒歩による移動など、自動車に過度に頼ら
ない生活環境の構築に向けた取組が必要です。 

  

人口・世帯数の観点（p.８～p.18） 

土地利用の観点（p.19～p.23） 

交通体系の観点（p.24～p.29） 
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【 現 状 】 
■中心部の用途地域とその縁辺部では、各種都市機
能が集積している一方、用途地域外では必要な生
活サービスが十分に確保されていない地域が存在。 

■市民目線では、商業施設、医療施設、子育て支援
施設の充実が特に求められている。 

 【 課 題 】 
■市全体としての暮らしやすさを確保するために、中
心部の用途地域内や各生活拠点における都市
機能の維持・充実に向けた取組が必要です。 

 
 
 

【 現 状 】 
■市内の地価は全体的に下落傾向。 
■歳入総額は増加傾向にある一方、歳入に占める市
税の割合は減少傾向。 

■歳出総額は増加傾向にあり、特に扶助費とその他行
政費が急速に増加。 

■公共施設等の維持管理に要する費用は今後も増大
する見込み。 

 【 課 題 】 
■安定的な財源の確保を図るべく、中心部の用途
地域内における地価の維持・上昇や民間投資の
促進に向けた取組が必要です。 

■将来的な財源の縮小を見据えて、既存ストックの
維持管理や運営費の縮減に向けた取組が必要
です。 

 
 
 

【 現 状 】 
■市内主要河川沿いでは、広範囲が浸水想定区域に
指定されており、一部では家屋倒壊等氾濫想定区
域にも指定。 

■伊万里湾沿岸部では、広範囲が高潮浸水想定区
域または津波浸水想定区域に指定。 

■土砂災害警戒区域ならびに土砂災害特別警戒区
域、ため池浸水想定区域が市内全域に分布。 

■大規模盛土造成地が中心部の用途地域内における
住宅団地などに分布。 

 【 課 題 】 
■人的・物的被害の発生が懸念される土砂災害、
洪水、津波などの災害に対するハード・ソフト両面
での防災・減災対策の取組が必要です。 

 
 
 
 

産業・地域経済の観点（p.38～p.42） 

災害対策の観点（p.43～p.52） 

都市機能の観点（p.30～p.37、p.53～p.55） 


